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１．はじめに

環境問題や CSR に取り組む企業に対して，

法規制や社会的規範の遵守を超えて戦略的に取

り組むことが求められるようになっている

（Porter and Kramer, 2011；谷本，2013）。こ

うしたサステナビリティ課題が経営戦略に位置

づけられるようになると，既存の環境マネジメ

ントシステムでは十分に捉えることができず，

より広範なマネジメントシステムを構築するこ

とが求められる。こうした状況の中で，特定の

環境会計手法を使ってマネジメントするだけで

なく，戦略遂行のためのマネジメント・コント

ロール・システム（MCS）として議論しようと

する研究が増えつつある（Crutzen and Herzig,

2013）。

マネジメント・コントロールとは，「PDCA

サイクルを回すことにより，経営管理者が戦略

実施を図るプロセス」（谷，2013，９頁）を言う。

マネジメント・コントロールを通じた戦略の達

成によってマネジャーは主要なステイクホル

ダーの期待に添うことが求められる（Ferrira

and Otley, 2009）。目標設定は PDCAで表され

るマネジメントサイクルの出発点であり，業績

評価の基準となり，報酬システムにも影響する

きわめて重要な要素である。ところが，環境や

CSRを戦略に位置づけ，それを遂行するための

マネジメント・コントロール・システム（サス

テナビリティ・マネジメント・コントロール・

システム：SMCS）に関する研究では，意思決

定手法としての環境会計手法の開発や環境のマ

ネジメント・コントロール・システムと環境・

経済パフォーマンスとの関係などに焦点が当て

られてきたが，目標設定そのものにはこれまで

あまり注目がされていない。そこで本稿では，

環境問題に関わる目標設定について用いられる

指標，目標値のレベル，目標決定のプロセスに

ついて考察し，その複雑性を示すとともに背景

に潜む要因について明らかにする。

２．目標設定プロセス

戦略遂行を図るために企業は中長期あるいは

短期的な目標を設定する。目標の設定は ISO

14001 といった環境マネジメントシステムの構

築に際して当然求められていることであり，こ

れを導入している企業では当然のように環境活

動に関する目標が設定されている。また目標の

達成を目指して組織は活動するため，目標とな

る指標とそのレベルの設定はきわめて重要であ

る。しかしながら，先行研究では目標設定プロ

セスに関してあまり研究対象となってこなかっ

た（Virtanen et al., 2013）。環境目標の設定は，

実際には様々な課題を含み，多様性を持つこと

を示す。

2.1 指標

どのような指標を目標または評価指標として

設定するかは重要な問題である。環境負荷削減

目標としては物量で表される目標を設定する場

合が多いが，それだけではない。企業のサステ

ナビリティレポートを見れば，温室効果ガス削
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減や廃棄物削減の分野では，貨幣単位の目標が

設定される場合もある。また物量値の目標で

あっても，絶対値の場合や相対値の場合など企

業によって対応が分かれる。このような指標の

多様性は，外部ステイクホルダーによる企業評

価の困難さを導くだけでなく
(1)
，環境負荷を削

減するためのマネジメント上の問題を引き起こ

す。

⑴ 物量目標と貨幣目標

サステナビリティレポート等を通じて外部に

報告される環境目標として貨幣単位の目標が設

定されることはあまりない。しかし，内部管理

のための指標として設定されることはしばしば

見られる。通常は物量単位で表現される環境目

標が，なぜ貨幣単位で設定されるのか。そこに

はいくつかの理由が考えられる。ひとつは，物

量で表現された環境目標の達成が企業経営に与

えるインパクトが分かりにくいためである。言

い換えると，従来使われてきたマネジメント指

標はコストや利益といった財務指標であり，経

営者の評価も財務指標である。環境負荷も財務

指標で表現することで，従来の企業経営の成果

を現す財務指標と一体化することが容易になる

ため，マネジャーや従業員にとっても理解しや

すいものとなる（Virtanen et al., 2012）。

環境負荷の削減がコスト削減に直接つながり

やすい温室効果ガス排出量の削減と廃棄物削減

に関する目標では，内部管理指標として貨幣単

位目標が設定されることがある。マテリアルフ

ローコスト会計（MFCA）は，マテリアルフロー

を物量と金額で評価することによって製品にな

らないマテリアルロスの削減を目指す手法であ

る。MFCA を通じてマテリアルロスが物量だ

けでなく金額評価されることで，企業はマテリ

アルロスを削減するための方策を費用対効果の

観点から理解することができる。つまりマテリ

アルロスの削減額を金額で測定することによっ

て，マテリアルロスの削減を促そうとする手法

である。MFCA を導入した企業では，マテリ

アルロスの削減効果は物量単位ではなく貨幣単

位で表されることが多い。

もうひとつの要因は，企業経営における環境

問題の位置づけである。温室効果ガス削減につ

いて考えれば，多くの企業は地球温暖化防止の

観点から国や業界の温室効果ガス排出削減目標

に従って目標を設定している。しかし，例え国

や業界の目標があったとしても，それだけでは

温室効果ガス削減に取り組む動機付けにならな

い企業もある。そうした企業にとっては，温室

効果ガス削減は地球温暖化防止の側面だけでな

く，エネルギー費の増大という企業利益に与え

る影響が重視される場合がある。例えば日本で

は 2011 年３月に発生した東北地方太平洋沖地

震発生後の原子力発電所の停止があり，石油を

はじめとした化石燃料の依存度が高まってい

る。従って，原油価格の変動を受けやすくなっ

ており，購入電力料金の低下が経営上重要な課

題となっている。つまり，温室効果ガス削減は，

環境負荷削減の対象であると同時に，コスト削

減活動の対象と捉えられている。

環境問題が全社戦略に位置づけられていな

かったり，経営トップや従業員の意識が低い企

業では，いくら SMCSを整えたとしても，この

問題にプロアクティブに取り組むことが難しい

（Gond, et al., 2012）。そうした企業では，環境

負荷削減を社内に敷衍する考え方，つまりコス

ト削減や利益向上といった財務指標による評価

に沿って理解することで，何をすればいいかに

ついて分かりやすく理解でき，環境負荷削減に

対する行動を動機づけることができる。Henri

et al.,（2014）によれば，環境コストの測定は環

境パフォーマンスの向上を通じて間接的に経済

パフォーマンスに影響するという結果が示され

た。またこうした現象はコスト削減，利益獲得，

マーケットシェアの向上といった経済志向で環
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境問題を理解する企業でより見られたという。

環境コストの測定が環境パフォーマンスの向上

につながっており，環境問題を経済活動の観点

から捉えている企業にとっては，環境コストの

測定と削減活動は環境問題に取り組む上での動

機付けになると言えるだろう。

他方，通常環境目標として設定される温室効

果ガス排出削減量や廃棄物の排出量といった物

量単位の目標についても，サステナビリティの

視点から企業実務を批判的に捉えると十分では

ない場合がある（Ball and Milne, 2005）。これ

らの目標は環境負荷の排出に焦点を当てた目標

である。しかし，環境負荷は物質の排出量のみ

によって発生するわけではない。環境問題は物

質の移動そのものによって生じるのであり，「私

たちが物質を動かせば動かすほど，否定的な影

響の可能性がそれだけ高まるということにな

る」（シュミット=ブレーク，1997，117 頁）。換

言すれば，環境負荷を引き起こすのは物質の排

出だけでなく，投入（使用）の際にも発生して

いるのである。つまり，環境問題の更なる改善

を求めるのであれば，物質の排出量に対する目

標設定だけでなく，投入量に対する目標も本来，

設定されるべきである。例えばファクター 10

やMIPS（material inputs per unit of service）

は製品やサービスの全ライフサイクルにおける

物質消費量を表す指標であるが，このような指

標を用いて目標設定している企業はほとんど無

い。

⑵ 絶対値と相対値

上記の物量目標か貨幣目標かについての考察

は，いずれの指標も絶対値であることを想定し

ている。しかし，物量単位の目標でも，排出す

る環境負荷総量，基準年と比べた削減額，そし

て環境負荷総量あるいは削減額を売上高や生産

量で除した環境効率性指標（エコ・エフィシエ

ンシー指標）など様々な指標が目標として設定

されている。CDP のアンケート結果（CDP

2014）によれば，日本企業 233 社中総量目標の

み設定が 45 社，原単位目標のみ設定が 35 社，

両方を設定している企業が 71 社であり，多く

の企業が両指標を併用していることが分かる。

環境負荷は経済活動の結果生じるものである

ため，環境目標として経済活動を表す指標と統

合した指標が用いられる場合も多い。それが環

境負荷量を売上高や生産量で除した相対値指標

である。相対値指標は古くは環境効率性指標

（エコ・エフィシエンシー）として表されてき

たものである（DeSimone et al., 1997）。これら

の絶対値指標と相対値指標について，自然環境

に与える影響を考えれば，どちらが望ましいの

だろうか。自然環境への影響という点から考え

れば，その要因は効率性の問題ではなく，排出

される環境負荷の絶対量の問題である
(2)
。従っ

て，企業には生産量の如何に関わらず，排出す

る環境負荷の絶対量を下げることが求められ

る。しかし，それが企業の経済活動と必ずしも

一致しないとき，相対値の目標が設定される。

SMCS の目標として相対値を用いるのはな

ぜだろうか。それは企業が排出する環境負荷量

は企業の経済活動の結果生じるものだからであ

り，経済活動の影響を強く受けるためである。

つまり，生産量が多い工程ではそうでない工程

よりも多くの環境負荷を排出する。従って，売

上高や生産量といった経済活動の規模で環境負

荷を除すことで，経済活動の影響を指標の中に

事前に考慮しておくことを目的としている。

しかし温室効果ガス排出量について考える

と，それほど単純ではない。売上高や生産量で

除した相対値指標は，売上高や生産量が増えれ

ばそれに応じて環境負荷も増加することを想定

している。しかし，温室効果ガス排出の原因と

なるエネルギー消費量には固定的要素が含まれ

ており，必ずしも生産量に比例しないからであ

る。このことが環境指標における複雑性の要因
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のひとつとなっている（Virtanen et al., 2013）。

このような複雑性が指標に内在するにせよ，

相対値の指標を内部管理に利用するメリットは

何であろうか。Rietbergen et al.,（2013）によれ

ば，調査対象 15 社中９社が相対値指標の目標

を設定しており，９社すべてが目標を達成して

いたという。彼らの分析によればその要因は，

相対値指標を用いた場合，経済活動の規模増大

に伴う環境効率の向上やインフレーションと

いった環境活動と直接関係しない要因によって

影響を受け，目標達成がより容易になるという。

また，経済活動の規模が増大している限りにお

いて，環境負荷排出量を増やすことが許される。

他方で，絶対値指標を設定していた６社の内３

社は目標が未達成であった。その要因として追

加投資の必要や温室効果ガス削減手法導入の遅

れなどをあげている。これらの要因が絶対値目

標を掲げる企業に固有のものとは考えられない

し，目標達成の程度は目標値のレベルにも大き

く影響を受けるので，絶対値目標を設定すると

目標達成が困難になるとは必ずしも言えない。

しかし，相対値指標では経済的影響によって指

標が改善するため，環境負荷削減活動が進んで

いなくても目標が達成できる側面が存在するこ

とも事実である。

2.2 目標値のレベル

次に，設定される目標値のレベルについて考

えてみよう。環境目標に限らずどんな目標であ

れ，どのようなレベルの目標値を設定するかは

重要な課題である。なぜなら，容易に達成でき

るような目標であれば組織の活動を促進するこ

とはできないし，他方，達成困難な目標を設定

すると，組織のモチベーションを低下させる要

因となる。つまり，適度に困難な目標を設定す

ることで，業績を向上させることができると言

われている（Ferrira and Otley, 2009）。また，

サステナビリティに関する目標が経済的目標と

異なる点は，目標を自社の考え方だけで必ずし

も決定できない部分があるためである。経済的

目標の達成はそれぞれの企業自身の問題である

が，環境目標の達成は企業自身の目標であるだ

けでなく，各企業が目標を達成することで，国

として国際社会に約束した目標の達成，あるい

は科学的観点から見て必要な環境負荷削減量に

貢献する目標であることが期待されるためであ

る。つまり企業は環境目標設定において，自社

の状況だけでなく，国の方針や科学的知見を考

慮し，多くのステイクホルダーに支持されるよ

うな目標の設定およびその達成が求められてお

り，目標設定のプロセスは複雑であると言える。

こうした課題に企業はどのように対処している

のであろうか。

日本企業では例えば東芝やリコーのように，

科学的知見から求められる長期的に必要な環境

負荷削減量を想定し，そこに到達するために現

在必要な環境負荷削減量を目標として設定して

いる企業がある。このような科学的知見に基づ

いて設定された目標を達成することは容易では

ない。そのためには従来の活動の延長線上の取

り組みではなく，技術開発やビジネスモデルの

転換が求められるためである。このような野心

的な目標設定をする企業は，オランダ企業を対

象としたRietbergen et al.,（2013）では見られ

ず，多くの企業は国の政策目標と調和する目標

を設定していた。また彼らの研究では，約 40％

の企業で潜在能力よりも低いレベルの目標が設

定されていたという。さらに，調査対象の 80％

の企業が目標を達成していることからも，比較

的達成容易な目標を設定していることがうかが

える。ただし，自社の能力に応じた目標を短期

的に設定し，それを５年や 10 年という期間に

わたって積み上げたとしても，それは社会が求

める目標には届かないであろう。短期的に達成

できそうな目標を積み上げるのか，長期的な野

心的目標を基に短期的目標を設定するのかは，
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企業の環境やサステナビリティの位置づけや能

力によるわけだが，環境問題やサステナビリ

ティ課題には長期的視点で取り組むことが求め

られ，それは目標設定にも反映されていること

が望ましい。

2.3 目標設定プロセス

目標値のレベルに大きな影響を及ぼすのが，

目標値の設定プロセスである。経済的な目標と

同じく，環境目標についてもマネジャーからの

トップダウンによって設定されるか，もしくは

ボトムアップによる。トップダウンアプローチ

では，企業全体として到達すべき目標がマネ

ジャーによって設定され，その目標が各部門や

組織に下ろされていく。他方，ボトムアップア

プローチでは，各組織で削減できる可能性のあ

る環境負荷量を推定し，その結果に基づいて目

標が設定される。当然ながら，企業の実際の目

標設定プロセスは単純にこの両者に分けること

ができるわけではなく，両アプローチをともに

取り入れて設定される場合も多い。経済目標の

設定については，集権的組織ではトップダウン

アプローチを，分権的組織はボトムアップアプ

ローチが採用されると言われるが，環境問題を

はじめとしたサステナビリティ課題の目標設定

においてどのような企業がどのような目標設定

方法を採用するかはほとんど明らかになってい

ない。

先に見たRietbergen et al.,（2013）では調査

対象企業の 60％がトップダウンアプローチを

採用しており，これらの企業は規模の大きな企

業であったという。このアプローチをとる企業

は CO 2 削減目標を国の CO 2 削減目標，親会

社や同業他社の目標を基に設定していた。また

しばしば，目標達成の実現性を確かめるために，

同時にボトムアップアプローチも採用されてい

たという。他方，ボトムアップアプローチを採

用している企業では，CO 2 削減目標設定に際

して見積もった削減可能性が示唆的なものであ

るため，それを集約した目標値に正確性が乏し

い，あるいはこのアプローチを採用する企業は

比較的規模の小さな企業が多く，目標設定に際

して経済的側面が考慮されていない，目標のレ

ベルがトップマネジャーが望むより低く設定さ

れる傾向があることなどを指摘している。

３．目標の複雑性の要因

目標設定に関して，指標の決定や目標値のレ

ベル，設定プロセスと見てきたが，いずれにも

経済活動を行う企業が環境目標を設定して活動

することの困難性を示していた。指標の決定で

は環境問題をはじめとしてサステナビリティに

関する目標は物量単位で表される指標を設定す

ることが多いが，時には貨幣単位の目標が設定

されることを示した。また物量単位の指標で

あっても，環境の観点から考えれば絶対値で表

される環境負荷を減らすことが重要であるが，

経済活動を行う企業にとって，特に成長を続け

る企業にとってそれは難しく，売上高や生産量

に応じた原単位目標が使われることも多い。目

標値のレベルでは科学的知見に基づいた野心的

な目標を設定する企業は少なく，自社の潜在能

力よりも低く，達成容易な目標を設定している

企業が多い。これも，環境問題を戦略的に捉え

て目標設定しているというよりは，経済活動に

支障の無い範囲で達成可能な目標を設定してい

ると理解することができる。

このように目標設定が複雑化している要因は

何だろうか。この点について，ステイクホル

ダーの要求，組織的要因およびサステナビリ

ティの位置づけの視点から考察する。

3.1 ステイクホルダーの影響

企業経営者は MCS を構築して戦略を実施

し，主要なステイクホルダーの要求に応えるこ
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とが期待されている（Ferrira and Otley, 2009）。

通常，それは株主や消費者からの要求であるが，

サステナビリティ課題の場合，対象となるステ

イクホルダーの範囲はより広く，彼らが関心を

有する課題も異なり，またそれは時代によって

も変化する。こうしたことから，イギリスの

SustainAbility はステイクホルダーダイアログ

を提案し，企業とステイクホルダーが対話を進

めながら重要なサステナビリティ課題を決定す

るための仕組みを提案している。従って，企業

にとっての主要なサステナビリティ課題や主要

業績指標の決定に対してステイクホルダーが与

える影響を考察することが重要である。

サステナビリティを経営戦略に位置づけるた

めには，多様なステイクホルダーとのコミュニ

ケーションが重要となる。それは，サステナビ

リティ課題は企業が依って立つ社会において現

れるものだからである。従って，その企業に

とって何が重要なサステナビリティ課題である

かは，企業とステイクホルダーの間の対話を通

じて決定されることが望ましい。もし企業がス

テイクホルダーの要求に合致しない，例えば時

代遅れのサステナビリティ課題を設定したとす

ると，その行動は社会による評価を低下させ，

正統性を失うことになる。

従って，ステイクホルダーの要求と，それに

取り組むための仕組みである MCS の間の

ギャップをいかに埋めるかが，サステナビリ

ティ戦略遂行のためのMCS のカギである。そ

こでMCS の出発点として，まずステイクホル

ダーを認識し，それに対応する目標を設定する

ことが重要である（Durden, 2008）。

しかし，ステイクホルダーによる影響は多様

であると考えられ，それをケーススタディに基

づいて分析したのがRodrigue, et al.（2013）で

ある。彼らによれば，顧客や債権者は戦略に対

して間接的に影響を与えるだけであったが，投

資家の影響は指標の設定にも及んでいた。また

従業員や行政の影響は企業に対する一方的なも

のだけでなく，企業からのフィードバックや協

働が見られることが示された。さらに，業界団

体の設定する基準を上回る活動をすることが，

正統性獲得にとって重要であるという（Rodri-

gue, et al., 2013）。日本においても，社会的責任

投資の運用機関や環境格付融資を行う銀行が企

業のサステナビリティ活動について評価を行っ

ている。この評価は，単に投資対象・融資対象

に選定されるかどうかというだけではなく，株

主，投資家，あるいは社会が企業に対してどの

ような活動を要求しているのかを知る機会でも

ある。

このようなステイクホルダーの企業に及ぼす

影響としては，新聞・雑誌等のメディアによる

ランキングを重視している企業も見られる。主

なランキングについて，日本であれば日経環境

経営度ランキング，東洋経済CSRランキング，

海外では Global 100 などがある。こうしたラ

ンキングを社内目標としている企業もあれば，

他社との比較が可能になることでピアレビュー

の効果が働き，より良い活動を行う動機付けに

なる場合もある（Collison et al., 2009）。サステ

ナビリティ活動は環境問題や社会的責任等の多

様な問題に対する行動を含み，いずれのテーマ

も統一的な指標でパフォーマンスを表すことが

難しいことから，経営者は自社のサステナビリ

ティ活動が他社と比べてあるいは業界内でどの

ような位置にあるのかを知ることが難しい。ま

た，どの程度まで頑張ればいいのか，その判断

も困難である。そこでこのようなメディアによ

るランキングが，社会における正統性を獲得し

ようとする企業の行動に対してある程度の影響

力を持つと言える。

3.2 組織的要因

２つめに，設定される目標が対象とする組織

範囲が問題となる場合がある。目標達成に対し
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て課される責任と各部門が有する権限が一致す

ることが望ましいが，実際には必ずしも管理可

能性は厳密に適用されているわけではなく，管

理可能性を超える範囲でもマネジャーは他部門

と相互に連携をとりながら挑戦的に活動するこ

とが知られている（Berry, et al., 2009）。しか

し，責任と権限が一致しないことがサステナビ

リティ活動を阻害する場合があるため，このこ

とを考慮して目標を設定する必要がある。

通常，組織における責任の範囲は職能の範囲

に併せて設定されることが多い。しかし，職能

ごとに設定された責任の範囲が，環境負荷の発

生要因と一致しないことがある。例えば，温室

効果ガス削減に取り組む上で，エネルギーを消

費する生産部門には温室効果ガス排出量削減目

標が設定されているが，設備の保守部門には目

標が設定されていない事例がある（Virtanen et

al., 2012 ; 2013）。目標達成のためには両者が協

力しなければならないが，保守部門にはそれに

取り組む業績評価上のインセンティブが存在し

ない。またエネルギーの供給部門と生産部門の

連携が課題になることもある。一方，資源生産

性の向上を目的とするMFCA でも同様の問題

が発生する。マテリアルロスの発生場所で削減

活動を検討するのだが，その発生原因は発生場

所よりもマテリアルフローの上流に存在するこ

とが多い。マテリアルロスの発生場所である生

産部門の担当者だけでは問題が解決できず，よ

り上流に位置する設計や調達，生産技術部門な

どとの協力が必要になる（北田，2010；國部，

2007；東田，2011）。このような問題が，目標設

定の際の対象部門の範囲と責任関係の不一致を

引き起こす。

このように環境問題に関しては，環境負荷の

発生場所とその原因が組織上離れていることが

あるため，組織間の協働が求められる。これを

可能にする組織上の仕組みやインセンティブを

設ける必要があろう。しかし，既存の組織設計

やインセンティブはサステナビリティ目標の達

成の障害になることがあるため（Hoffman and

Bazerman, 2007），再設計する必要がる。

3.3 サステナビリティと経済合理性の対立

目標は戦略に基づいて設定されるため，目標

設定の複雑性は戦略に起因していると考えられ

る。つまり，戦略におけるサステナビリティの

位置づけの問題である。それは言い換えれば，

サステナビリティと経済活動の関係と言える。

戦略において両者が統合されれば SMCS と既

存のMCSが統合され（Gond et al., 2012），それ

は目標設定にも反映されるだろう。しかし，実

際にはサステナビリティは経済活動に影響を及

ぼす要因として捉えられることが多い。そうし

た企業では環境目標が貨幣単位で設定された

り，売上高原単位や生産量原単位の環境負荷量

というエコ・エフィシエンシー指標として表さ

れる。また目標値は業界基準と他社の動向に合

わせて設定されるだろう。他方，サステナビリ

ティを経済活動と対等なものと捉えて戦略に位

置づけている企業では，製品ライフサイクル全

体で発生する環境負荷を削減するための野心的

な目標を立てるだろう。

現実には，野心的な目標を設定する企業は少

なく（Rietbergen et al., 2013），先行研究におい

てもサステナビリティを経済活動のロジックで

捉えるものが多い（Bebbington and Thomson,

2013 ; Gao and Bansal, 2013）。しかし経済活動

とサステナビリティを対等に統合して捉える統

合アプローチをとる企業も確かに見られ（Gao

and Bansal, 2013），これまで経済活動の視点か

らサステナビリティを捉えていた企業から統合

アプローチを採用する企業が増えることが期待

される。経済活動のロジックで活動すること

は，短期的にはサステナビリティ活動を促進す

る要因となることが多い。しかし，長期的には

必ずしもそうではない。なぜなら，長期的に活
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動する間に経済利益に対するサステナビリティ

課題の貢献は小さくなり，他に経済的利益への

貢献が大きい課題が登場したときにそちらが優

先され，サステナビリティ活動の優先順位は下

がるからである（東田・國部，2014）。

経済活動のロジックでサステナビリティを理

解することは，管理会計や環境会計が促進して

きた側面がある（Albelda, 2011 ; Contrafatto

and Burns, 2013）。サステナビリティと経済活

動の統合が進めば，それは SMCSとMCSの統

合を意味し（Gond et al., 2012），管理会計や環

境会計を通じてサステナビリティパフォーマン

スと財務情報の両方を含む情報がマネジャーに

提供され，意思決定に用いられるようになろう。

そこで提供される情報が統合アプローチによる

サステナビリティ活動を支援できるよう，目標

だけでなく SMCS の構成要素についても見直

す必要があるだろう。

４．おわりに

本稿では SMCSにおける目標設定について，

特に環境目標に焦点を当て，指標の決定，目標

値のレベル，目標決定プロセスについて先行研

究を基に考察した。目標設定はMCS において

重要な位置にあるだけでなく，環境マネジメン

トシステムにおいても非常に重視されているに

もかかわらず，設定プロセスについてはあまり

検討対象とはなっていなかった。本稿で考察の

対象とした温室効果ガス削減や資源生産性の向

上といった環境目標の設定において，物量単位

の指標と貨幣単位の指標，また絶対値目標か相

対値目標かなど，目標に使われる指標に多様性

があることを示した。また，目標の達成の程度

が後に業績評価に反映されるため，目標値のレ

ベルが重要であるが，科学的根拠に基づく野心

的な目標を設定している企業は少ないことを示

した。

このような目標に使われる指標の多様さや目

標値レベルに対するステイクホルダーからの要

求と企業活動のギャップといった問題が発生す

る要因として，多様なステイクホルダーの要求

に応じた主要業績評価指標（KPI）や目標設定，

既存組織とサステナビリティ課題に対する管理

可能性のギャップ，そしてサステナビリティの

とらえ方（経済志向か，統合志向か）の観点か

ら考察した。特に，貨幣単位の指標や相対値の

指標が目標として設定されたり，科学的根拠に

基づく野心的な目標を設定するよりも他社や業

界標準と同レベルの目標を設定する企業が多い

ことは，そうした企業がサステナビリティを経

済利益に影響を与える要因として捉えているか

らである。こうした視点は，短期的にはサステ

ナビリティ活動を促進するが，長期的には必ず

しもそうではない。目標は企業のサステナビリ

ティ活動に対する指針を具体的に表現したもの

であるので，その目標が統合的視点から設定さ

れる企業が増えれば，それは戦略にサステナビ

リティを統合する企業が増えることの表れであ

る。

本稿は環境目標を中心に考察したが，サステ

ナビリティ全体を考えれば目標の複雑性や多様

性はより拡大する。SMCSの考察では，このこ

とを考慮する必要があろう。

注

⑴ CDP は投資家の視点から企業に対して温室効果

ガスと水に関する取り組みと情報開示について日本

を含む世界中の企業に対してアンケート調査を毎年

実施している。

⑵ また，効率性の向上が必ずしも環境負荷総量の削

減につながらない（Alcott, 2005）。
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